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行政刷新会議の概要

行政刷新会議の設置について
（平成２１年９月１８日閣議決定）抜粋

国民的な観点から、国の予算、制度その他国の行政

 全般の在り方を刷新するとともに、国、地方公共団

 体及び民間の役割の在り方の見直しを行うため、内

 閣府に行政刷新会議（以下「会議」という。）を設

 置する。
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加えて、事業仕分けの対象事業ごとに、担当府省の副大臣又は
政務官の一人を評価者として指名する。）

事業見直しの視点

平成２２年度予算編成においては、聖域なく事業の見直しを行うことと

 
し、根本から歳出の枠組みを刷新する。その場合、以下のいずれかが乏

 
しい事業について、「事業仕分け」により見直しを行うものとする。
○

 

事業目的が妥当であるか、財政資金投入の必要性があるか。
○

 

手段として有効であるか。
○

 

手段として効率的であるか。
○

 

限られた財源の中、ほかの事業に比べて緊要であるか。

 

等
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「事業仕分け」結果の概要①（競争的資金（先端研究））

【競争的資金（先端研究）】
①

 
科学技術振興調整費（革新的技術推進費、先端融合領域イノベーション創出拠点の形成）

②

 
科学技術研究費補助金（特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究(S)）

③

 
戦略的創造研究推進事業

④

 
戦略的イノベーション創出推進事業

⑤

 
先端的低炭素化技術開発

⑥

 
戦略的基礎科学研究強化プログラム

第３WG

 
事業番号３-２0

【予算】
仕分け人１３名中：
・予算計上見送り

 
３名

・予算要求の縮減

 
５名

（半額１名、１/３縮減１名、
その他３名）

・予算要求通り

 
５名

（行政刷新会議ＨＰより）

ＷＧの評価結果：「一元化も含めシンプル化、予算は整理して縮減」

取りまとめコメント（抜粋）：
「予算については、要求通りとしたメンバーも、若手研究者への資金

 
配分にも力を入れてほしい、コスト削減が必要とのコメントを付し

 
ており、全体としては予算要求の縮減の声が大きいと思われる。こ

 
のため、競争的資金については整理して縮減することが求められて

 
いるという形でまとめたい。また、制度については、資金の一元化

 
の推進が８名、重複の排除・制度のシンプル化が４名であった。こ

 
のため、一元化を含め、制度をシンプル化し、使い勝手のよいもの

 
にしていただきたい。」
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【予算】
●重複の見直し分の確保を前提として予算の縮小を行うべき。
●とにかくまず整理すべき。
●１年かけて今の支援のあり方を省庁の枠をこえて抜本見直しを行い、新しい予算編成に反映する

 べき。

 ●制度の簡素化によるコスト削減は必要。
●制度を合理化すればより少ない金額で同じ効果を得られる。

【制度】
●基礎と応用研究の棲み分け、連なる内容を一本化し、他省庁の資金とあわせ統合メニュー付を

 考える。

 ●資金の一元化、各省乱立の体制を統合する。バラバラな競争的資金提供体制の中で、過剰に

 一研究者に対し偏るような体制を改め、無駄を排除する。

 ●一元化がいいかは別だが、数を少なくし、制度をシンプルにする必要。
●先端研究を文部科学省のみに限らず、国としてどのようなポートフォリオを持つべきなのか、政

 治主導で決めるべき。

 

【予算】
●重複の見直し分の確保を前提として予算の縮小を行うべき。
●とにかくまず整理すべき。
●１年かけて今の支援のあり方を省庁の枠をこえて抜本見直しを行い、新しい予算編成に反映する

 べき。
●制度の簡素化によるコスト削減は必要。
●制度を合理化すればより少ない金額で同じ効果を得られる。

【制度】
●基礎と応用研究の棲み分け、連なる内容を一本化し、他省庁の資金とあわせ統合メニュー付を

 考える。
●資金の一元化、各省乱立の体制を統合する。バラバラな競争的資金提供体制の中で、過剰に

 一研究者に対し偏るような体制を改め、無駄を排除する。
●一元化がいいかは別だが、数を少なくし、制度をシンプルにする必要。
●先端研究を文部科学省のみに限らず、国としてどのようなポートフォリオを持つべきなのか、政

 治主導で決めるべき。

評価者のコメント（抜粋）

「事業仕分け」結果の概要①（競争的資金（先端研究））
（行政刷新会議ＨＰより）
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【地域科学技術振興・産学官連携】
①

 
知的クラスター創成事業、都市エリア産学官連携促進事業、産学官民連携による

 地域イノベーションクラスター創成事業
②

 
産学官連携戦略展開事業

③

 
地域イノベーション創出総合支援事業

第３WG

 
事業番号３-２３

ＷＧの評価結果：「廃止」

仕分け人１１名中：
・廃止

 
５名

・自治体

 
３名

・予算計上見送り

 
１名

・予算要求の縮減

 
２名

（半額１名、その他１名）

取りまとめコメント：
「地域科学技術振興・産学官連携については、そのこと

 自体の必要性を認めていないわけではないが、予算要

 求の縮減２名（半額縮減１名、その他１名）、予算計

 上見送り１名、自治体の判断に任せる３名、廃止５名

 となっており、国としてはやる必要がないということ

 で廃止とする。」

（行政刷新会議ＨＰより）

「事業仕分け」結果の概要②（地域科学技術振興・産学官連携）

4



●基本的な政策の戦略を練り直すべき。クラスター、集積はこのレベルの事業規模では成果が生

 まれない。

 ●文部科学省が地域活性化策をする必要はない。地方大学救済のためなら別途予算を要求すべ

 き。

 ●経済産業省や中小企業庁が考える分野。
●他省庁、文部科学省、ＪＳＴのクラスター、イノベーションの事業が未整理の現状では、一旦す

 べて廃止してから、見直した上で再構築したほうがよい。

 ●地域の自発的な取組みがなければできない事業であり、それを成功させるためには地域の創意

 工夫が広がるよう交付税等の使いやすい財源にすべき。

 ●各自治体の状況に違いがあり、現場に近い組織に判断させる事で効率が上がるのではないか。
●全体的整理をすべき。その上で統合し、予算を考えるべき。国立大学は地域振興のためだけに

 あるわけではないはず。その他の部分の切り捨てにつながる恐れあり。

 ●複数の事業が多く含まれてる。わかりにくいし、恐らく使いにくい。各地の中に企業からみても、

 ざっとわかるようなメニューにしていないので、地方には重荷になる。今年度は全体をすっきり

 させ、来年度から地方移管すべき。地域の中小企業が利用しやすいことを最優先すべき。文化

 系研究はクラスターに入れないようにみえる。むしろ文部科学省的な知的資産の活用が必要。

 

●基本的な政策の戦略を練り直すべき。クラスター、集積はこのレベルの事業規模では成果が生

 まれない。
●文部科学省が地域活性化策をする必要はない。地方大学救済のためなら別途予算を要求すべ

 き。
●経済産業省や中小企業庁が考える分野。
●他省庁、文部科学省、ＪＳＴのクラスター、イノベーションの事業が未整理の現状では、一旦す

 べて廃止してから、見直した上で再構築したほうがよい。
●地域の自発的な取組みがなければできない事業であり、それを成功させるためには地域の創意

 工夫が広がるよう交付税等の使いやすい財源にすべき。
●各自治体の状況に違いがあり、現場に近い組織に判断させる事で効率が上がるのではないか。
●全体的整理をすべき。その上で統合し、予算を考えるべき。国立大学は地域振興のためだけに

 あるわけではないはず。その他の部分の切り捨てにつながる恐れあり。
●複数の事業が多く含まれてる。わかりにくいし、恐らく使いにくい。各地の中に企業からみても、

 ざっとわかるようなメニューにしていないので、地方には重荷になる。今年度は全体をすっきり

 させ、来年度から地方移管すべき。地域の中小企業が利用しやすいことを最優先すべき。文化

 系研究はクラスターに入れないようにみえる。むしろ文部科学省的な知的資産の活用が必要。

評価者のコメント

（行政刷新会議ＨＰより）

「事業仕分け」結果の概要②（地域科学技術振興・産学官連携）
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「事業仕分け」結果の概要③（その他分野特定型）

【その他分野特定型】
①

 
原子力システム研究開発事業

②

 
先端計測分析技術・機器開発事業

第３WG

 
事業番号３-35

仕分け人１３名中：
・予算要求の縮減

 
１２名

（半額２名、１/３縮減１名、
その他９名(１～２割縮減
１名、

 
１割縮減４名、２

割縮減３名、３割縮減１名)）
・予算要求通り

 
１名

（行政刷新会議ＨＰより）

ＷＧの評価結果：「予算要求の縮減（１～２割）」

取りまとめコメント（抜粋）：
「その他分野特定型（先端計測分析技術・機器開発事

 業）に関して、競争的資金については簡素化し、戦

 略的かつ柔軟なシステムが必要。ＷＧとしては、１

 ～２割の縮減と結論した。」
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（先端計測分析技術・機器開発事業）
●成果実績の達成度が低い。選考、評価を厳密にする必要。
●外国依存のマイナス面の深刻さを定量化し、それとの比較をすべき。分野限定的資金の課題は

 原子力システムと同様。マッチングファンドの強化ステップ型導入を。

 ●競争的資金については簡素化し、戦略的かつ柔軟なシステムが必要なのではないか。それによ

 りコスト削減も可能なのではないか。

 ●重点課題として「５年間」はひとつの区切り。しっかりと検証した上で具体的な年次目標を定め

 るべき。中長期的ビジョンが明確でないことから当面は縮減せざるを得ない。

 ●要素技術に偏る傾向があるのではないか。分析機器開発に特化する方向が必要ではないか。
●機器について、外国依存から脱却するのは重要。実際の成果があがるところまで（機器が製品

 となり売れるところまで）進めることを求める。経費削減に努めることを求め、２０％減。

 ●成長分野であり、輸出額も拡大しているため（予算要求どおり）。
●事業導入の意義は認められるが、その初期の目的については相応に達せられた面もある。コス

 ト・ベネフィットに対するもう一層の削減の可能性を期待したい。

 ●研究成果の社会還元の有り様の見直し及び課題毎の研究費に強弱があってもいいのではないか。
●目に見えないソフト開発経費については経費が妥当かなどのチェックが必要。
●これは産業政策であって科学研究費ではない。

（先端計測分析技術・機器開発事業）
●成果実績の達成度が低い。選考、評価を厳密にする必要。
●外国依存のマイナス面の深刻さを定量化し、それとの比較をすべき。分野限定的資金の課題は

 原子力システムと同様。マッチングファンドの強化ステップ型導入を。
●競争的資金については簡素化し、戦略的かつ柔軟なシステムが必要なのではないか。それによ

 りコスト削減も可能なのではないか。
●重点課題として「５年間」はひとつの区切り。しっかりと検証した上で具体的な年次目標を定め

 るべき。中長期的ビジョンが明確でないことから当面は縮減せざるを得ない。
●要素技術に偏る傾向があるのではないか。分析機器開発に特化する方向が必要ではないか。
●機器について、外国依存から脱却するのは重要。実際の成果があがるところまで（機器が製品

 となり売れるところまで）進めることを求める。経費削減に努めることを求め、２０％減。
●成長分野であり、輸出額も拡大しているため（予算要求どおり）。
●事業導入の意義は認められるが、その初期の目的については相応に達せられた面もある。コス

 ト・ベネフィットに対するもう一層の削減の可能性を期待したい。
●研究成果の社会還元の有り様の見直し及び課題毎の研究費に強弱があってもいいのではないか。
●目に見えないソフト開発経費については経費が妥当かなどのチェックが必要。
●これは産業政策であって科学研究費ではない。

評価者のコメント（抜粋）

「事業仕分け」結果の概要③（その他分野特定型）
（行政刷新会議ＨＰより）
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「事業仕分け」結果の概要④（(独)理化学研究所②）

【(独)理化学研究所②】
①

 
大型放射光施設（SPring-8）

②

 
植物科学研究事業

③ バ

 
イオリソース事業

第３WG

 
事業番号３-18

仕分け人１１名中：
・予算計上見送り

 
１名

・予算要求の縮減

 
１０名

（半額３名、１/３縮減３名、
１割縮減２名、その他２名）

（行政刷新会議ＨＰより）

ＷＧの評価結果：「 １
 

/ ３から１
 

/ ２程度予算の縮減」

取りまとめコメント（抜粋）：
「スプリング８については、少なくとも１/３から１/

 ２の縮減を求めたい。」
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（大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ-８））
●「大型放射光」としての利用について、見直し、利用時間の増加に向けて努力すべき。委託の

必要はあるか。
●現状のようにランニングコストとして国費を年８６億投じ続けることに対するアウトプット（メリット）

が説明されていない。説明が充分でなければ、国費を認めがたい。メリットそのものの問題で

はない。説明の問題。
●将来的にも、料金収入だけでは運営不可能で、国費の投入が避けられない以上、必要最低限

の国費投入が原則である。ビームラインの増設は費用対効果が見込めない以上認められない。
利用効率の低いラインのスクラップアンドビルドで自己努力すること。

●自己収入を大きく高める余地あり。
●国際協調の観点から広く（アジアの）他国から開発費・開発者をつのり、運営費を負担してもら

うべき。

（大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ-８））
●「大型放射光」としての利用について、見直し、利用時間の増加に向けて努力すべき。委託の

必要はあるか。
●現状のようにランニングコストとして国費を年８６億投じ続けることに対するアウトプット（メリット）

が説明されていない。説明が充分でなければ、国費を認めがたい。メリットそのものの問題で

はない。説明の問題。
●将来的にも、料金収入だけでは運営不可能で、国費の投入が避けられない以上、必要最低限

の国費投入が原則である。ビームラインの増設は費用対効果が見込めない以上認められない。
利用効率の低いラインのスクラップアンドビルドで自己努力すること。

●自己収入を大きく高める余地あり。
●国際協調の観点から広く（アジアの）他国から開発費・開発者をつのり、運営費を負担してもら

うべき。

評価者のコメント（抜粋）

「事業仕分け」結果の概要④ （(独)理化学研究所②

 
）

（行政刷新会議ＨＰより）

9



「事業仕分け」結果の概要⑤（(独)理化学研究所②）

【(独)理化学研究所②】
①

 
大型放射光施設（SPring-8）

②

 
植物科学研究事業

③ バ

 
イオリソース事業

第３WG

 
事業番号３-18

仕分け人１１名中：
・予算計上見送り

 
１名

・予算要求の縮減

 
８名

（半額１名、１/３縮減２名、
１割から２割４名、その他１名）

・予算要求通り

 
２名

（行政刷新会議ＨＰより）

ＷＧの評価結果：「 １
 

/ ３程度予算の縮減」

取りまとめコメント（抜粋）：
「理化学研究所の植物科学研究事業については、予算の

縮減という意見のほか、来年度の予算計上は見送り、

予算要求通りとする方が２名いるなどさまざまな意見

があったが、圧倒的多数が縮減という意見であったた

め平均すると１/３の予算縮減と集約したい。」
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（植物科学研究事業）

●事業の必要性。事業概要から判断して妥当な基礎研究かどうか不明。大学における研究との違

いを明確にすべき。全体的科学研究予算の配分との整理。

●応用研究については農水等にまとめて競争的資金へ。

●食料増産等に役立つ植物科学研究をうたっていながら、食料産業ニーズを意識しない基礎研究

に陥っている。必要最低限の国費に抑えて、不足分は競争的資金でカバーすべきである。

●他機関と強調すべき。

●コスト削減の余地はある。アウトプットに対するコスト、絶対にやるべき基礎研究にどのくらい投じ

ていくべきか、投じる額とアウトプットの関係の説明がない。

●独法事業を極力減らすこと。NIAS との一本化も検討。

●成果評価を明確に。また、運営費交付金全体の評価も明確に。

●応用部分について収益増を見込むべき。

（植物科学研究事業）

●事業の必要性。事業概要から判断して妥当な基礎研究かどうか不明。大学における研究との違

いを明確にすべき。全体的科学研究予算の配分との整理。

●応用研究については農水等にまとめて競争的資金へ。

●食料増産等に役立つ植物科学研究をうたっていながら、食料産業ニーズを意識しない基礎研究

に陥っている。必要最低限の国費に抑えて、不足分は競争的資金でカバーすべきである。

●他機関と強調すべき。

●コスト削減の余地はある。アウトプットに対するコスト、絶対にやるべき基礎研究にどのくらい投じ

ていくべきか、投じる額とアウトプットの関係の説明がない。

●独法事業を極力減らすこと。NIAS との一本化も検討。

●成果評価を明確に。また、運営費交付金全体の評価も明確に。

●応用部分について収益増を見込むべき。

評価者のコメント（抜粋）

「事業仕分け」結果の概要⑤（

 
(独)理化学研究所②

 
）

（行政刷新会議ＨＰより）
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「事業仕分け」結果の概要⑥（(独)理化学研究所②）

【(独)理化学研究所②】
①

 
大型放射光施設（SPring-8）

②

 
植物科学研究事業

③ バ

 
イオリソース事業

第３WG

 
事業番号３-18

仕分け人１１名中：
・廃止

 
１名

・予算要求の縮減

 
８名

（半額１名、１/３縮減４名、
１割から２割縮減１名、
１割縮減２名）

・予算要求通り

 
２名

（行政刷新会議ＨＰより）

ＷＧの評価結果：「 １
 

/ ３程度予算の縮減」

取りまとめコメント（抜粋）：
「理化学研究所のバイオリソース事業についてもいろい

ろな意見があったが、縮減というご意見が８名と多く、

こちらも、１/３縮減程度の予算縮減としてまとめた

いと思う。」
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（バイオリソース事業）

●応用研究については各省庁を横串でまとめて競争的資金にするべき。政治主導が必要と考える。

●ライフサイエンス研究に役立つバイオリソース拠点といいながら、産業ニーズを意識しない基礎

研究が行われているので、必要最低限の国費投入に抑えて、不足分は科研費等の競争的資

でまかなうべきである。

●リソースの確保は国がやることにしても、一般に安く供給する必要はないのではないか。

●受益者負担を大幅に増やすべき。

●必要性は認めるが、費用が妥当かどうかを検討すべき。

●成果評価を明確に。

（バイオリソース事業）

●応用研究については各省庁を横串でまとめて競争的資金にするべき。政治主導が必要と考える。

●ライフサイエンス研究に役立つバイオリソース拠点といいながら、産業ニーズを意識しない基礎

研究が行われているので、必要最低限の国費投入に抑えて、不足分は科研費等の競争的資

でまかなうべきである。

●リソースの確保は国がやることにしても、一般に安く供給する必要はないのではないか。

●受益者負担を大幅に増やすべき。

●必要性は認めるが、費用が妥当かどうかを検討すべき。

●成果評価を明確に。

評価者のコメント（抜粋）

「事業仕分け」結果の概要⑥ （

 
(独)理化学研究所②

 
）

（行政刷新会議ＨＰより）
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